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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第23期

中間会計期間
第24期

中間会計期間
第23期

会計期間
自　2025年３月１日
至　2025年８月31日

自　2026年３月１日
至　2026年８月31日

自　2025年３月１日
至　2026年２月28日

売上高 (千円) 1,862,451 1,721,949 3,656,915

経常利益 (千円) 93,242 35,141 131,518

中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）

(千円) 82,325 △15,052 87,417

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 48,876 48,876 48,876

発行済株式総数 (株) 1,561,864 1,561,864 1,561,864

普通株式  1,560,864 1,560,864 1,560,864

Ａ種種類株式  1,000 1,000 1,000

純資産額 (千円) 547,033 505,072 552,125

総資産額 (千円) 1,198,929 1,077,669 1,007,252

１株当たり中間（当期）純利益
又は１株当たり中間純損失（△）

(円) 42.41 △19.98 35.51

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円)    

普通株式  ― ― ―

Ａ種種類株式  ― ― 32,000

自己資本比率 (％) 45.6 46.9 54.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 109,494 50,797 87,520

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △15,776 3,341 △48,364

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △82,000 59,666 △132,000

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(千円) 328,955 338,197 224,393
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当中間会計期間（2026年３月１日～2026年８月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により景

気は緩やかな回復基調が続いたものの、継続的な物価上昇による個人消費への影響や、日本銀行の政策金利の引

き上げ等の影響により、依然として先行き不透明な状況が続いております。

外食産業におきましては、価格改定による客単価の上昇などにより回復傾向にあるものの、原材料費高騰の長

期化や人材確保に伴う人件費・求人費の増大を招いており、業界を取り巻く経営環境は厳しい状況が続いており

ます。

このような状況の中、当社におきましては、「To Entertain People～より多くの人々を楽しませるために～」

という企業理念のもと、「食で好きをもっと楽しく」の実現を経営方針として掲げ、飲食サービスの健全な成長

とコンテンツ企画サービスの拡大を実施してまいりました。

 
(飲食サービス)

飲食サービスにつきましては、すべての店舗においてお客様に安心して飲食を楽しめる空間を提供するため

に、更なる「CS（顧客満足度）と収益力の向上」を掲げ、集客改善に向けた設備投資などを引き続き実施してお

ります。

また、サービス向上のため従業員に対する教育施策やDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進、人

材・店舗資産を有効活用するなど業務の効率化を当中間会計期間においても推進してまいりました。

当社店舗においては、当社の強みである体験価値を重視した季節ごとの商品提供によりお客様満足度の向上を

図るとともに、ご来店いただいたお客様のSNSへの投稿やSNSマーケティングによる商品の魅力発信を通じて、お

客様の来店動機につなげるサイクルの構築に努めてまいりました。一方で、天候不良によるテラス店舗における

営業縮小や一部食材価格の高騰によるコスト増加の影響を受けました。

この結果、当中間会計期間における当サービスの売上高は1,236百万円（前年同期比4.7％減）となり、直営店

舗数につきましては27店舗となっております。

今後につきましても、DXによる生産性の向上やお客様満足度の向上に繋がる付加価値に見合った価格の見直

し、水道光熱費の削減を進め、収益性の回復を図ってまいります。

 
(コンテンツ企画サービス)

コンテンツ企画サービスにつきましては、アニメやゲーム、漫画、アイドル、音楽アーティスト等の優良コン

テンツを活用した常設のコラボカフェの展開、他社が経営する飲食店舗の開店支援業務及び運営業務の受託など

いわゆる企業間取引（BtoB）のビジネスモデルであるプロデュース事業などへの取り組みを行っております。

運営受託店舗の休業による一時的な影響を受けたものの、大手キャラクターカフェの改装リニューアルにより

多くのお客様にご来店いただき、また、訪日外国人観光客の集客は引き続き好調に推移しております。一方で、

一部の期間限定コラボカフェの集客が想定より下回りました。

この結果、当中間会計期間における当サービスの売上高は485百万円（前年同期比14.0％減）となりました。

今後につきましては、当社にて開催したコラボカフェでの蓄積データを活用したコンテンツ選定の精度向上を

し、コラボカフェの収益安定化を図ってまいります。

 
以上の結果、当中間会計期間における業績は、売上高が1,721百万円（前年同期比7.5％減）、営業利益33百万

円（前年同期比63.1％減）、経常利益35百万円（前年同期比62.3％減）、また、直営店舗の定期建物賃貸借契約

の満了による閉鎖に伴い減損損失３百万円を計上するとともに、繰延税金資産の取崩しにより法人税等調整額43

百万円を計上したことなどにより、中間純損失15百万円（前年同期は中間純利益82百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

(資産)

当中間会計期間末の資産合計は、前事業年度末と比較して70百万円増加し、1,077百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末と比較して160百万円増加し、806百万円となりました。これは主に、現金及び預金

が113百万円、１年内回収予定の差入保証金が29百万円増加したこと等によるものであります。

固定資産は、前事業年度末と比較して89百万円減少し、271百万円となりました。これは主に、敷金及び保証金

が42百万円、繰延税金資産が43百万円減少したこと等によるものであります。

 
(負債)

当中間会計期間末の負債合計は、前事業年度末と比較して117百万円増加し、572百万円となりました。

流動負債は、前事業年度末と比較して90百万円増加し、458百万円となりました。これは主に、買掛金が19百万

円、１年内返済予定の長期借入金が50百万円、資産除去債務が17百万円増加したこと等によるものであります。

固定負債は、前事業年度末と比較して27百万円増加し、114百万円となりました。これは主に、資産除去債務が

13百万円減少したものの、長期借入金が41百万円増加したこと等によるものであります。

 
(純資産)

当中間会計期間末の純資産合計は、前事業年度末と比較して47百万円減少し、505百万円となりました。これは

主に、中間純損失15百万円の計上、剰余金の配当に伴い利益剰余金が32百万円減少したこと等によるものであり

ます。

 

②キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較して113百万円

増加し、338百万円となりました。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は50百万円となりました。これは主に、売上債権の増加額16百万円を計上したも

のの、税引前中間純利益31百万円や、減価償却費12百万円、仕入債務の増加額19百万円を計上したこと等による

ものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は３百万円となりました。これは主に、有形及び無形固定資産の取得による支出

４百万円を計上したものの、敷金及び差入保証金の回収による収入11百万円を計上したこと等によるものであり

ます。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は59百万円となりました。これは主に、配当金の支払額32百万円を計上したもの

の、長期借入れによる収入100百万円を計上したこと等によるものであります。

 
３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社エスエルディー(E31291)

半期報告書

 5/25



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

Ａ種種類株式 1,000

計 4,001,000
 

(注)　「発行可能株式総数」の欄には、株式の種類ごとの発行可能種類株式総数を記載し、計の欄には、定款に規定

されている発行可能株式総数を記載しております。

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,560,864 1,560,864
東京証券取引所
スタンダード市場

権利内容に何ら限定の無
い当社において標準とな
る株式であり、単元株式
数は100株であります。

Ａ種種類株式 1,000 1,000 非上場 単元株式数１株(注)２．

計 1,561,864 1,561,864 ― ―
 

(注) １．発行済株式のうち、普通株式93,984株、Ａ種種類株式1,000株については、債権の現物出資(デット・エクイ

ティ・スワップ)により発行されたものであります。

２．Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。

(1) 優先配当金

①　優先配当金

当社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の株

主名簿に記録された本種類株式の株主(以下「本種類株主」という。)又は本種類株式の登録株式質権者(本

種類株主と併せて、以下「本種類株主等」という。)に対して、基準日の最終の株主名簿に記録された普通

株式を有する株主(以下「普通株主」という。)及び普通株式の登録株式質権者(普通株主と併せて、以下

「普通株主等」という。)に先立ち、本種類株式１株につき、下記②に定める額の配当金(以下「本優先配

当金」という。)を金銭にて支払う。

但し、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度中の日かつ当該剰余金の配当の基準日よりも前の日

を基準日として本優先配当金の配当(下記③に定める本累積未払配当金の配当を除く。)をしたときは、そ

の額を控除した金額とする。なお、本優先配当金に本種類株主が権利を有する本種類株式の数を乗じた金

額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

 
②　優先配当金の額

本種類株式１株当たりの本優先配当金の額は、本種類株式１株当たりの払込金額に年率4.0％を乗じて算

出した金額(当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日(但し、当該剰余金の配当の基準日が2022

年２月28日に終了する事業年度に属する場合は、払込期日とする。)(いずれも同日を含む。)から当該剰余

金の配当の基準日(同日を含む。)までの期間の実日数につき、１年を365日(但し、当該事業年度に閏日を

含む場合は366日)として日割計算により算出される金額とし、円位未満小数第３位まで算出し、その小数

第３位を四捨五入する。)とする。
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③　累積条項

ある事業年度において本種類株主等に対して支払う１株当たりの剰余金の配当(当該事業年度より前の各

事業年度に係る本優先配当金につき本③に従い累積した本累積未払配当金(以下に定義される。)の配当を

除く。)の総額が、当該事業年度の末日を基準日とする本優先配当金の額(当該事業年度の末日を基準日と

する剰余金の配当が行われると仮定した場合において、上記②に従い計算される本優先配当金の額をい

う。但し、かかる計算においては、上記①但書の規定は適用されないものとして計算するものとする。)に

達しないときは、その不足額は、当該事業年度の翌事業年度の初日(同日を含む。)以降、実際に支払われ

る日(同日を含む。)までの期間、年率4.0％で１年毎の複利計算により累積する。なお、当該計算は、１年

を365日(但し、当該事業年度に閏日を含む場合は366日)として日割計算により算出される金額とし、円位

未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。)とする。累積した不足額(以下「本累積未

払配当金」という。)については、当該翌事業年度以降、普通株主等に先立ち、本種類株主等に対して配当

する。

 
④　非参加条項

本種類株主等に対しては、本優先配当金及び本累積未払配当金を超えて配当は行わない。但し、当社が

行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余

金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第１項第12号ロ若しくは同法第765条第

１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

 
(2) 残余財産の分配

①　残余財産分配

当社は、残余財産を分配するときは、本種類株主等に対して、本種類株式１株当たり下記②に定める金

額(以下「本残余財産分配額」という。)を、普通株主等に先立ち、支払う。なお、本残余財産分配額に本

種類株主が権利を有する本種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り

捨てる。

 
②　残余財産の分配額

ⅰ．基本残余財産分配額

本種類株式１株当たりの残余財産分配額は、下記(4)②ⅰに定める基本償還価額算式(但し、基本償還

価額算式における「償還請求日」は「残余財産分配日」(残余財産の分配が行われる日をいう。以下同

じ。)と読み替えて適用する。)によって計算される基本償還価額相当額(以下「基本残余財産分配額」と

いう。)とする。

 
ⅱ．控除価額

上記ⅰにかかわらず、残余財産分配日までの間に支払われた本優先配当金(以下「残余財産分配前支払

済優先配当金」という。)が存する場合には、本種類株式１株当たりの残余財産分配額は、下記(4).②ⅱ

に定める控除価額算式(但し、控除価額算式における「償還請求日」「償還請求前支払済優先配当金」

は、それぞれ「残余財産分配日」「残余財産分配前支払済優先配当金」と読み替えて適用する。)に従っ

て計算される価額を上記ⅰに定める基本残余財産分配額から控除した額とする。なお、残余財産分配前

支払済優先配当金が複数回にわたって支払われた場合には、残余財産分配前支払済優先配当金のそれぞ

れにつき控除価額を計算し、その合計額を上記ⅰに定める基本残余財産分配額から控除する。

 
③　非参加条項

本種類株主等に対しては、上記①のほか、残余財産の分配は行わない。

 
(3) 議決権

本種類株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

 
(4) 金銭を対価とする取得請求

①　取得請求権の内容

本種類株主は、本種類株式の払込期日以降いつでも、償還請求日(以下に定義する。)の10営業日前まで

に当社に対して書面による通知(以下「償還請求事前通知」という。)を行った上で、当社に対して金銭を

対価としてその有する本種類株式の全部又は一部を取得することを請求(以下「償還請求」という。)する

ことができる。この場合、当社は、本種類株式１株を取得するのと引換えに、当該償還請求の日(以下「償

還請求日」という。)における会社法第461条第２項所定の分配可能額を限度として、法令上可能な範囲

で、当該効力が生じる日に、当該本種類株主に対して、下記②に定める金額(但し、除算は最後に行い、円

単位未満小数第３位まで計算し、その小数第３位を四捨五入する。以下「償還価額」という。)の金銭を交

付する。なお、償還請求日における分配可能額を超える償還価額に係る償還請求が行われた場合、取得す

べき本種類株式は、抽選又は償還請求が行われた本種類株式の数に応じた比例按分その他の方法により当

社の取締役会において決定する。また、償還価額に、本種類株主が償還請求を行った本種類株式の数を乗

じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。
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②　償還価額

ⅰ．基本償還額

本種類株式１株当たりの償還価額は、以下の算式によって計算される額(以下「基本償還価額」とい

う。)とする。

(基本償還価額算式)

基本償還価額＝800,000円×(1＋0.04) ｍ＋ｎ/365

払込期日(同日を含む。)から償還請求日(同日を含む。)までの期間に属する日の日数を「ｍ年とｎ

日」とする。

 
ⅱ．控除価額

上記ⅰにかかわらず、償還請求日までの間に支払われた本優先配当金(以下「償還請求前支払済優先配

当金」という。)が存する場合には、本種類株式１株当たりの償還価額は、次の算式に従って計算される

価額を上記ⅰに定める基本償還価額から控除した額とする。なお、償還請求前支払済優先配当金が複数

回にわたって支払われた場合には、償還請求前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算し、

その合計額を上記ⅰに定める基本償還価額から控除する。

(控除価額算式)

控除価額＝償還請求前支払済優先配当金×(1＋0.04)ｘ＋ｙ/365

償還請求前支払済優先配当金の支払日(同日を含む。)から償還請求日(同日を含む。)までの期間に属

する日の日数を「x年とy日」とする。

 
③　還付請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

証券代行部

 
④　償還請求の効力発生

償還請求事前通知の効力は、償還請求事前通知に要する書類が上記③に記載する償還請求受付場所に到

達したときに発生する。償還請求の効力は、当該償還請求事前通知に係る償還請求日において発生する。

 
(5) 金銭を対価とする取得条項

①　取得条項の内容

当社は、本種類株式の払込期日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日(以下「強制償還日」とい

う。)の到来をもって、本種類株主等の意思にかかわらず、当社が本種類株式の全部又は一部を取得するの

と引換えに、当該日における会社法第461条第２項所定の分配可能額を限度として、法令上可能な範囲で、

本種類株主等に対して、下記②に定める金額(以下「強制償還価額」という。)の金銭を交付することがで

きる(以下、この規定による本種類株式の取得を「強制償還」という。)。なお、本種類株式の一部を取得

するときは、取得する本種類株式は、抽選、比例按分その他の方法により当社の取締役会において決定す

る。また、強制償還価額に、当社が強制償還を行う本種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じ

るときは、当該端数は切り捨てる。

 
②　強制償還価額

ⅰ．基本強制償還価額

本種類株式１株当たりの強制償還価額は、上記(4).②ⅰに定める基本償還価額算式(但し、基本償還価

額算式における「償還請求日」は「強制償還日」と読み替えて適用する。)によって計算される基本償還

価額相当額(以下「基本強制償還価額」という。)とする。

 
ⅱ．控除価額

上記ⅰにかかわらず、強制償還日までの間に支払われた本優先配当金(以下「強制償還前支払済優先配

当金」という。)が存する場合には、本種類株式１株当たりの強制償還価額は、上記(4)②ⅱに定める控

除価額算式(但し、控除価額算式における「償還請求日」「償還請求前支払済優先配当金」は、それぞれ

「強制償還日」「強制償還前支払済優先配当金」と読み替えて適用する。)に従って計算される控除価額

相当額を、上記ⅰに定める基本強制償還価額から控除した額とする。なお、強制償還前支払済優先配当

金が複数回にわたって支払われた場合には、強制償還前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額相

当額を計算し、その合計額を上記ⅰに定める基本強制償還価額から控除する。
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(6) 普通株式を対価とする取得請求権

①　普通株式対価取得請求権の内容

本種類株主は、2022年９月１日以降いつでも、普通株式対価取得請求日(以下に定義する。)の10営業日

前までに当社に対して書面による通知(以下「普通株式対価取得請求事前通知」という。)を行った上で、

当社に対して、下記②に定める数の普通株式(以下「請求対象普通株式」という。)の交付と引換えに、そ

の有する本種類株式の全部又は一部を取得することを請求すること(以下「普通株式対価取得請求」とい

う。)ができるものとし、当社は、当該普通株式対価取得請求に係る本種類株式を取得するのと引換えに、

当該普通株式対価取得請求の日(以下「普通株式対価取得請求日」という。)における法令の許容する範囲

内において、請求対象普通株式を、当該本種類株主に対して交付するものとする。但し、本種類株主は、

下記⑧に従い、普通株式対価取得請求の効力が発生した場合、当該普通株式対価取得請求に係る普通株式

対価取得請求日(同日を含む。)から始まる６か月の期間(以下「請求禁止期間」という。)については、当

該請求禁止期間内に普通株式対価取得請求日が到来する新たな普通株式対価取得請求を行うことができな

いものとする。

 
②　本種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

普通株式対価取得請求に係る本種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、下記③に定める金

額(以下「普通株式対価基準額」という。)に普通株式対価取得請求に係る本種類株式の数を乗じて得られ

る額を、下記④乃至⑥で定める取得価額で除して得られる数とする。なお、普通株式を対価とする取得請

求に係る本種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、こ

れを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わない。

 
③　普通株式対価基準額

ⅰ．基本普通株式対価基準額

本種類株式１株当たりの普通株式対価基準額は、上記(4).②ⅰに定める基本償還価額算式(但し、基本

償還価額算式における「償還請求日」は「普通株式対価取得請求日」と読み替えて適用する。)によって

計算される基本償還価額相当額(以下「基本普通株式対価基準額」という。)とする。

 
ⅱ．控除価額

上記ⅰにかかわらず、普通株式対価取得請求日までの間に支払われた本優先配当金(以下「普通株式対

価取得請求前支払済優先配当金」という。)が存する場合には、本種類株式１株当たりの普通株式対価基

準額は、上記(4).②ⅱに定める控除価額算式(但し、控除価額算式における「償還請求日」「償還請求前

支払済優先配当金」は、それぞれ「普通株式対価取得請求日」「普通株式対価取得請求前支払済優先配

当金」と読み替えて適用する。)に従って計算される価額を上記ⅰに定める基本普通株式対価基準額から

控除した額とする。なお、普通株式対価取得請求前支払済優先配当金が複数回にわたって支払われた場

合には、普通株式対価取得請求前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算し、その合計額を

上記ⅰに定める基本普通株式対価基準額から控除する。

 
④　当初取得価額

取得価額は、当初598円とする。

 
⑤　取得価額の修正

本種類株式の払込期日以降、下記⑧に定める普通株式対価取得請求の効力が発生した日(以下「修正日」

という。)の直前取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値(同日に終値

がない場合には、その直前取引日の終値)に相当する金額(以下「修正日価額」という。)が、当該修正日の

直前に有効な取得価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、取得価額は、当該修正日以降、当該修

正日価額に修正される。

 
⑥　取得価額の調整

(a) 本種類株式の払込期日以降に以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を

調整する。

ⅰ　普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前

発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。)」、「分割後発行済普通株式

数」は「無償割当て後発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。)」とそれ

ぞれ読み替える。

調整後
取得原価

＝
調整前
取得価額

×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数
 

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日又は株式無償割当ての効力が生ずる日(株式無償割

当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日)以降これを適用する。
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ⅱ　普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取得価額を調整する。

調整後
取得原価

＝
調整前
取得価額

×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
 

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。

 
ⅲ　下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が保有

する普通株式を処分する場合(株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式若しく

は新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本⑥において同じ。)の取得による場

合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しくは会社分割により普

通株式を交付する場合を除く。)、次の算式(以下「取得価額調整式」という。)により取得価額を調整す

る。取得価額調整式における「１株当たり払込金額」は、金銭以外の財産を出資の目的とする場合に

は、当該財産の適正な評価額とする。調整後取得価額は、払込期日(払込期間を定めた場合には当該払込

期間の最終日)の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日(以下「株主割

当日」という。)の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分する場合には、次の

算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通株式の数」、「当社が

保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×

(発行済普通株式数
－当社が保有する
普通株式の数)

＋
新たに発行する
普通株式の数

×
１株当たり
払込金額

普通株式１株当たりの時価

(発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数)

＋新たに発行する普通株式の数
 

 
ⅳ　当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株当た

りの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる株式を

発行又は処分する場合(株式無償割当ての場合を含む。)、かかる株式の払込期日(払込期間を定めた場合

には当該払込期間の最終日。以下、本Ⅳにおいて同じ。)に、株式無償割当ての場合にはその効力が生ず

る日(株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本Ⅳにおいて同じ。)に、また株

主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが当初の条件で取得され普通株式が交

付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込金額」としてかかる価額を使用して

計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適

用する。上記にかかわらず、取得に際して交付される普通株式の対価が上記の時点で確定していない場

合は、調整後取得価額は、当該対価の確定時点において発行又は処分される株式の全てが当該対価の確

定時点の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した

日の翌日以降これを適用する。また、本Ⅳに基づく調整の効力発生時点において、同一の証券に関して

取得に際して交付される普通株式の対価が複数存在する場合には、最も低い対価を基準として調整を行

うものとする。

 
ⅴ　行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額

と新株予約権の行使に際して出資される財産(金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財産の

適正な評価額とする。以下、本Ⅴにおいて同じ。)の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たりの時

価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合(新株予約権無

償割当ての場合を含む。)、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が

生ずる日(新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本Ⅴにおいて同じ。)

に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初の条件で行使され又は取

得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込金額」として

普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１

株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、かか

る新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、

また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得又は行使に際

して交付される普通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対価の

確定時点において発行される新株予約権全てが当該対価の確定時点の条件で行使され又は取得されて普

通株式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用す

る。また、本Ⅴに基づく調整の効力発生時点において、同一の証券に関して取得又は行使に際して交付

される普通株式の対価が複数存在する場合には、最も低い対価を基準として調整を行うものとする。但

し、本Ⅴによる取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、執行役その他の役員又は

従業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用され

ないものとする。
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(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記ⅰ乃至ⅲのいずれかに該当する場合には、当社は本種類株主等に

対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその他必要な事項

を通知した上、取得価額の調整を適切に行うものとする。

ⅰ　合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸

収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分割のた

めに取得価額の調整を必要とするとき。

 
ⅱ　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

 
ⅲ　その他、発行済普通株式数(但し、当社が保有する普通株式の数を除く。)の変更又は変更の可能性を

生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

 
(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。

 
(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日(但し、取得価額

を調整すべき事由について東京証券取引所が提供する適時開示情報閲覧サービスにおいて公表された場合

には、当該公表が行われた日)に先立つ連続する30取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普

通取引の売買高加重平均価格(以下「VWAP」という。)の平均値(円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入する。以下同じ。)とする。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株

式の普通取引が行われる日をいい、VWAPが発表されない日は含まないものとする。

 
(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1円未満にとど

まるときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、本(e)により不要とされた調整は繰り越されて、そ

の後の調整の計算において斟酌される。

 
⑦　普通株式対価取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

証券代行部

 
⑧　普通株式対価取得請求の効力発生

普通株式対価取得請求事前通知の効力は、普通株式対価取得請求事前通知に要する書類が上記(7)に記載

する普通株式対価取得請求受付場所に到達したときに発生する。普通株式対価取得請求の効力は、当該普

通株式対価取得請求事前通知に係る普通株式対価取得請求日において発生する。

 
⑨　普通株式の交付方法

当社は、普通株式対価取得請求の効力発生後、当該普通株式対価取得請求をした本種類株主に対して、

当該本種類株主が指定する株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振

替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を交付する。

 
(7) 譲渡制限

譲渡による本種類株式の取得については、当社の取締役会の承認を要する。

 
(8) 株式の合併又は分割、募集株式の割当等

当社は、法令に別段の定めがある場合を除き、本種類株式について株式の併合又は分割は行わない。当社

は、本種類株主に対して、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割当

て又は新株予約権無償割当ては行わない。

 
(9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはない。

 
(10) 株式の種類ごとの異なる単元株式数の定め及びその理由

当社の普通株式の単元株式数は100株であるのに対し、Ａ種種類株式は当社株主総会における議決権がない

ため、Ａ種種類株式についての単元株式数は１株とした。

 
(11) 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためである。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

EDINET提出書類

株式会社エスエルディー(E31291)

半期報告書

11/25



該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年３月１日～
2026年８月31日

―

普通株式
1,560,864

Ａ種種類株式
1,000

― 48,876 ― 156,752

 

 

(5) 【大株主の状況】

所有株式数別

  2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＤＤグループ
東京都港区芝４丁目１番23号　三田ＮＮビ
ル18階

670,984 42.96

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 62,440 3.99

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 62,000 3.96

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 56,300 3.60

上遠野　俊一　 福島県いわき市 25,800 1.65

伴　直樹　 東京都杉並区 25,000 1.60

麒麟麦酒株式会社 東京都中野区中野４丁目10番２号 20,000 1.28

ＧＭＯクリック証券株式会社 東京都渋谷区道玄坂１丁目２番３号 14,500 0.92

ＳＢ・Ａ２号投資事業有限責任組合
東京都千代田区大手町１丁目９－５　大手
町フィナンシャルシティノースタワー

12,500 0.80

豊証券株式会社 愛知県名古屋市中区栄3丁目７－１号 12,000 0.76

計 － 961,524 61.56
 

(注) １.発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合（％）は、小数点第３位以下を切り捨て

て表示しております。

２.株式会社ＤＤグループ所有株式数には、Ａ種種類株式（無議決権株式）1,000株が含まれております。
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所有議決権数別

  2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の
議決権に対する
所有議決権数
の割合（％）

株式会社ＤＤグループ
東京都港区芝４丁目１番23号　三田ＮＮビ
ル18階

6,699 42.94

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 624 4.00

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 620 3.97

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 563 3.60

上遠野　俊一　 福島県いわき市 258 1.65

伴　直樹 東京都杉並区 250 1.60

麒麟麦酒株式会社 東京都中野区中野４丁目10番２号 200 1.28

ＧＭＯクリック証券株式会社 東京都渋谷区道玄坂１丁目２番３号 145 0.92

ＳＢ・Ａ２号投資事業有限責任組合
東京都千代田区大手町１丁目９－５　大手
町フィナンシャルシティノースタワー

125 0.80

豊証券株式会社 愛知県名古屋市中区栄3丁目７－１号 120 0.76

計 － 9,604 61.57
 

(注) 総株主の議決権に対する所有議決権数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 Ａ種種類株式 1,000 ―
「１．株式等の状況　(1) 株式
の総数等　②　発行済株式」の
記載のとおりであります。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

 
100

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,559,800 15,598
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 964 ― ―

発行済株式総数 1,561,864 ― ―

総株主の議決権 ― 15,598 ―
 

 
② 【自己株式等】

  2026年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社エスエルディー

東京都港区芝四丁目１番23号 100 － 100 0.01

計 ― 100 － 100 0.01
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2026年３月１日から2026年８月31日ま

で)に係る中間財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年２月28日)
当中間会計期間
(2026年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 224,393 338,197

  売掛金 296,207 312,627

  原材料及び貯蔵品 24,231 32,305

  前払費用 32,107 33,438

  未収入金 24,093 10,135

  １年内回収予定の差入保証金 19,689 49,352

  その他 25,548 30,309

  流動資産合計 646,270 806,367

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 338,437 338,882

    減価償却累計額 △292,661 △298,709

    建物（純額） 45,776 40,172

   機械及び装置 9,000 9,000

    減価償却累計額 △8,999 △8,999

    機械及び装置（純額） 0 0

   工具、器具及び備品 135,288 138,677

    減価償却累計額 △112,669 △117,780

    工具、器具及び備品（純額） 22,618 20,897

   有形固定資産合計 68,394 61,069

  無形固定資産   

   その他 21 21

   無形固定資産合計 21 21

  投資その他の資産   

   投資有価証券 0 0

   長期前払費用 1,853 5,235

   繰延税金資産 58,071 14,337

   敷金及び保証金 232,530 190,527

   その他 110 110

   投資その他の資産合計 292,565 210,211

  固定資産合計 360,981 271,302

 資産合計 1,007,252 1,077,669
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年２月28日)
当中間会計期間
(2026年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 92,157 111,484

  １年内返済予定の長期借入金 － 50,004

  未払金 50,686 53,248

  未払費用 142,662 151,901

  前受収益 3,426 1,025

  未払法人税等 5,144 2,692

  預り金 31,489 36,524

  未払消費税等 32,931 27,132

  資産除去債務 2,807 20,521

  その他 6,787 3,934

  流動負債合計 368,093 458,467

 固定負債   

  長期借入金 － 41,662

  資産除去債務 82,772 69,233

  その他 4,260 3,233

  固定負債合計 87,032 114,128

 負債合計 455,126 572,596

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 48,876 48,876

  資本剰余金 351,808 351,808

  利益剰余金 151,609 104,556

  自己株式 △168 △168

  株主資本合計 552,125 505,072

 純資産合計 552,125 505,072

負債純資産合計 1,007,252 1,077,669
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

売上高 1,862,451 1,721,949

売上原価 357,759 340,559

売上総利益 1,504,691 1,381,390

販売費及び一般管理費 ※  1,415,186 ※  1,348,376

営業利益 89,505 33,014

営業外収益   

 受取利息 274 405

 受取保証料 2,471 －

 助成金収入 200 635

 その他 1,334 1,610

 営業外収益合計 4,281 2,650

営業外費用   

 支払利息 426 330

 その他 118 192

 営業外費用合計 544 523

経常利益 93,242 35,141

特別利益   

 新株予約権戻入益 1,000 －

 特別利益合計 1,000 －

特別損失   

 減損損失 9,225 3,769

 特別損失合計 9,225 3,769

税引前中間純利益 85,017 31,372

法人税、住民税及び事業税 2,692 2,692

法人税等調整額 － 43,733

法人税等合計 2,692 46,425

中間純利益又は中間純損失（△） 82,325 △15,052
 

EDINET提出書類

株式会社エスエルディー(E31291)

半期報告書

18/25



(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 85,017 31,372

 減価償却費 11,920 12,499

 減損損失 9,225 3,769

 受取利息及び受取配当金 △274 △405

 支払利息 426 330

 新株予約権戻入益 △1,000 －

 売上債権の増減額（△は増加） △94,042 △16,420

 棚卸資産の増減額（△は増加） 1,890 △8,074

 仕入債務の増減額（△は減少） 24,749 19,326

 未払金の増減額（△は減少） 39,271 2,201

 未払費用の増減額（△は減少） 35,297 9,239

 預り金の増減額（△は減少） 33,458 5,034

 未払消費税等の増減額（△は減少） △2,452 △5,799

 その他 △28,675 2,303

 小計 114,809 55,379

 利息及び配当金の受取額 274 405

 利息の支払額 △405 △478

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △5,384 △5,144

 助成金の受取額 200 635

 営業活動によるキャッシュ・フロー 109,494 50,797

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △15,776 △4,814

 長期前払費用の取得による支出 － △1,115

 敷金及び保証金の差入による支出 － △1,879

 敷金及び保証金の回収による収入 － 11,150

 投資活動によるキャッシュ・フロー △15,776 3,341

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 50,000 －

 短期借入金の返済による支出 △100,000 －

 長期借入れによる収入 － 100,000

 長期借入金の返済による支出 － △8,334

 配当金の支払額 △32,000 △32,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △82,000 59,666

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,717 113,804

現金及び現金同等物の期首残高 317,237 224,393

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  328,955 ※  338,197
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【注記事項】

(第一種中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

当社の税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税

率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用しております。

 
(表示方法の変更等)

（損益計算書関係）

　前中間会計期間において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「助成金収入」は金額的重要性が増したた

め、当中間会計期間より「助成金収入」（当中間会計期間635千円）に独立掲記しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前中間会計期間の中間財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前中間会計期間の中間損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた1,534千円

は、「助成金収入」200千円、「その他」1,334千円として組み替えております。

 
(中間損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

(自　2025年３月１日
至　2025年８月31日)

当中間会計期間
(自　2026年３月１日
至　2026年８月31日)

給料手当 260,718千円 272,122千円

雑給 484,506 430,056 

支払家賃 173,435 
174,055

 
 

 

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 

 
前中間会計期間

(自　2025年３月１日
至　2025年８月31日)

当中間会計期間
(自　2026年３月１日
至　2026年８月31日)

現金及び預金勘定 328,955千円 338,197千円

現金及び現金同等物 328,955千円 338,197千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前中間会計期間(自　2025年３月１日　至　2025年８月31日)

１．配当金支払額
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当金額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年４月18日
取締役会

Ａ種種類株式 32,000 32,000 2025年２月28日 2025年５月29日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間会計期間(自　2026年３月１日　至　2026年８月31日)

１．配当金支払額
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当金額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年４月17日
取締役会

Ａ種種類株式 32,000 32,000 2026年２月28日 2026年５月28日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、店舗の運営等を通したカルチャーコンテンツの提供を行う事業の単一セグメントであるため、記載を省略

しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、店舗の運営等を通したカルチャーコンテンツの提供を行う事業の単一セグメントであり、顧客との契

約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

(単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　2025年３月１日
至　2025年８月31日)

当中間会計期間
(自　2026年３月１日
至　2026年８月31日)

飲食サービス 1,297,385 1,236,102

コンテンツ企画サービス 565,066 485,847

顧客との契約から生じる収益 1,862,451 1,721,949

その他の収益 ― ―

外部顧客への売上高 1,862,451 1,721,949
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

(自　2025年３月１日
至　2025年８月31日)

当中間会計期間
(自　2026年３月１日
至　2026年８月31日)

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失（△） 42円41銭 △19円98銭

(算定上の基礎)   

中間純利益又は中間純損失（△）（千円） 82,325 △15,052

普通株主に帰属しない金額(千円) 16,131 16,131

(うち優先配当額(千円)) (16,131) (16,131)

普通株式に係る中間純利益又は中間純損失（△）
（千円）

66,193 △31,184

普通株式の期中平均株式数(株) 1,560,735 1,560,735
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

2026年４月17日開催の取締役会において、2026年２月28日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

Ａ種種類株式

①配当金の総額 32百万円

②１株当たりの金額    32,000円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年５月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 

2026年10月14日
 

 

株式会社エスエルディー

取締役会  御中
 

 

 

太陽有限責任監査法人 
 

東京事務所  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石   原   鉄   也  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加 　 藤   雄   三  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスエ

ルディーの2026年３月１日から2027年２月28日までの第24期事業年度の中間会計期間（2026年３月１日から2026年８月

31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注

記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社エスエルディーの2026年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点にお

いて認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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